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給与の状況給与の状況

一般行政職の級別職員数と給料表の状況
区分 標準的な職務内容

（＊1）
職員数
（＊2） 構成比 1号給の給料月額 最高号給の給料月額

5級 部長職 12人 2．7％ 494，000円 526，700円
4級 課長職 55人 12．4％ 284，000円 455，000円
3級 係長職 127人 28．5％ 224，800円 415，100円
2級 主任職 158人 35．5％ 199，100円 362，500円
1級 一般職 93人 20．9％ 141，300円 324，300円

（＊1）それぞれの級に該当する代表的な職務
（＊2）市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数

3．一般行政職の級別職員数等の状況（令和2年4月1日現在）

4．職員の手当の状況
（1）期末手当・勤勉手当� ※（　）内は再任用職員の支給割合

国分寺市 東京都 国
平成31（令和元）年度
1人当たりの支給額 1，798，131円 ―

平成31（令和元）
年度支給割合

期末手当 2．6月（1．45月）

勤勉手当 2．05月（1．0月） 1．9月（0．87月）
職制上の段階、
職務の級等による
加算措置

職務段階加算　3～20％ 職務段階加算　3～20％
管理職加算　15～25％

職務段階加算　5～20％
管理職加算　10～25％

※管理職員は期末と勤勉の月数が上記と異なります（合計月数は同じ）
※�勤勉手当への勤務実績の反映状況＝人事評価の結果（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）の勤勉手当成績率への反映
を行っています

（2）退職手当� 令和2年4月1日現在
国分寺市 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支
給
率

勤続20年 23月分 19．6695月分 24．586875月分
勤続25年 30．5月分 28．0395月分 33．27075月分
勤続35年 43月分 39．7575月分 47．709月分最高限度率 47．709月分

その他の
加算措置

定年前早期退職特例措置
（2～20％加算）

定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

定年と定年前早期退職では、退職日
前20年間の職務の区分に応じて調整
額加算あり

退職日前5年間の職務の区分に応じた
調整額加算あり

1人当たりの
支給額（＊） 5，837，451円 21，461，297円 ―

（＊）平成31（令和元）年度に退職した職員に支給された平均額

（3）地域手当� 令和2年4月1日現在
支給実績

〔平成31（令和元）年度決算〕
支給職員1人当たりの支給年額
〔平成31（令和元）年度決算〕 支給対象地域 支給率 支給対象

職員数
国の制度
（支給率）

3億9，211万8千円 636，556円 市内全地域 16％ 616人 16％

（4）特殊勤務手当� 令和2年4月1日現在
支給実績〔平成31（令和元）年度決算〕 3，268，800円
支給職員1人当たりの平均支給年額〔平成31（令和元）年度決算〕 47，374円
職員全体に占める手当支給職員の割合〔平成31（令和元）年度）〕 11．2％
手当の種類（手当数） 4種類

名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

〔平成31（令和
元）年度決算〕

支給単価

税務事務
特別手当

税務事務に従事す
る職員 市税の賦課徴収業務 2，814，900円 〇賦課徴収＝150円／日

〇滞納整理＝600円／日
福祉等訪問
指導手当

福祉関係等に従事
する職員

各法に定める業務を行う
ため家庭を訪問する業務 368，000円 250円／日

重度心身障害
児療育手当

子育て相談室に勤
務する職員

重度心身障害児の
療育業務 42，400円 100円／日

環境業務手当 環境対策課に勤務
する職員

はち・不快害虫駆除・
犬猫死体の取扱業務 43，500円 300円／件

（5）時間外手当
平成31（令和元）年度決算 平成30年度決算

支給実績 2億25万4千円 1億4，316万8千円
支給職員1人当たりの支給年額 32万5千円 23万5千円

（2）初任給の状況� 令和2年4月1日現在
国分寺市 東京都 国

一般行政職
大学卒 183，700円

総合職186，700円
一般職182，200円

高校卒 145，600円 150，600円
技能労務職 143，000円 ―

※このほか、扶養・地域・住居・通勤手当等を支給

（3）経験年数別・学歴別平均給料月額の状況� 令和2年4月1日現在
経験年数 10年 20年 25年 30年

一般行政職
大学卒 264，114円 355，305円 381，523円 416，129円
高校卒 ― 367，300円 367，300円

技能労務職 中学卒 ― 325，000円

2．職員の平均給与月額、初任給の状況
（1）平均年齢、平均給料月額・給与月額の状況
■令和2年4月1日現在の状況

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
（国比較ベｰス）

一般行政職 41．6歳 327，076円 426，529円 402，660円
技能労務職 53．1歳 353，155円 424，454円 417，577円

■平成31年4月1日現在の状況
※東京都、国などの令和2年4月1日現在の状況が未公開のため平成31年4月1日現在で比較

一
般
行
政
職

区分 平均年齢 平均給料月額
（＊1）

平均給与月額
（＊2）

平均給与月額
（国比較ベｰス）
（＊3）

国分寺市 41．0歳 323，783円 433，042円 398，893円
東京都 41．7歳 314，459円 448，732円 395，986円
国 43．4歳 329，433円 ― 411，123円

技
能
労
務
職

国分寺市 52．8歳 351，731円 424，640円 417，288円
東京都 49．9歳 291，617円 393，246円 361，139円
国 50．9歳 287，312円 ― 329，380円

（＊1）各職種の職員の基本給の平均
（＊2）�給料月額と毎月支払われる扶養・地域・住居・時間外勤務手当等のすべての諸手当の額を合計し

たものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの
（＊3）�国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当・特殊勤務手当等が含まれていないことから、比

較のためそれらを除いたもの

市の職員の定数・給与・休暇などの勤務条件は、法律に基づき市議会の議決で定められた条例や、それに基づく規則で定めています。
市民の皆さんにご理解をいただくため、制度の概要やその運営状況を公表します。→職員課（内416）

市職員の給与市職員の給与およびおよび人事等の状況人事等の状況ををお知らせしますお知らせします

　地方公務員の給与は、地方公務員法で生計費、国やほかの
地方公共団体の職員、民間企業の従業員の給与などを考慮し
て定めています。

給与
毎月支給 ➡ 給料、扶養・地域・住居・通勤・管理職手当等
勤務実績から支給 ➡ 特殊勤務・時間外勤務手当等
一定の時期に支給 ➡ 期末・勤勉・退職手当

標準的な職務内容の構成比

0 20 40 60 80 100
5年前の構成比

1年前の構成比

令和２年の構成比

（％）

部長一般 主任 係長 課長

2.7％12.4％28.5％35.5％20.9％

3.0％11.9％27.9％34.3％22.9％

3.1％12.0％28.2％32.5％24.2％

（1）人件費（＊1）の状況〔平成31（令和元）年度普通会計（＊2）決算〕
住民基本台帳
人口

（令和2年1月1日現在）

歳出額
Ａ 実質収支 人件費

Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

（参考）
平成30年度の�
人件費率

125，170人 471億2，454万4千円 12億9，348万2千円 68億1045万円 14．5％ 15％
（＊1）一般職員の給与、特別職に支給される給料・報酬・共済費などを含む
（＊2）�一般会計と一部の特別会計（国分寺都市計画事業国分寺駅北口地区第一種市街地再開発事業特別

会計）を加え、会計間の重複などを控除して得られる統計上の会計

1．総括

（2）職員給与費の状況〔平成31（令和元）年度普通会計決算〕
職員数
（＊1）
Ａ

給与費（＊2） 1人当たり給与費
Ｂ／Ａ給料 職員手当（＊3） 期末勤勉手当 計

Ｂ
616人
（52人）

23億3，459万3千円
（9，280万9千円）

7億5，338万2千円
（1，874万2千円）

11億764万9千円
（2，195万8千円）

41億9，562万4千円
（1億3，350万9千円）

681万1千円
（256万7千円）

※（　 ）内は再任用職員で上段に含みません
（＊1）平成31年4月1日現在の人数
（＊2）人件費から特別職（市長・副市長・教育長・各種委員）や議員の報酬・給与・共済費を除いたもの
（＊3）退職手当を含みません
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4．職員の手当の状況（続き）
給料月額等

給
料
市　長 900，000円
副市長 770，000円
教育長 710，000円

報
酬
議　長 540，000円
副議長 490，000円
議　員 470，000円

期
末
手
当

市　長
平成31（令和元）年度支給実績　　4．65月分

（基礎額＝上記報酬×1．2）副市長
教育長
議　長

平成31（令和元）年度支給実績　　4．15月分
（基礎額＝上記報酬×1．2）副議長

議　員

退
職
手
当

算定方式
（在職1年につき） 1期の手当額（＊） 支給時期

市　長 給料月額×350／100 12，600，000円
退職時副市長 給料月額×300／100 9，240，000円

教育長 給料月額×220／100 4，686，000円
（＊）�4月1日現在の給料月額と支給率に基づき、1期（4年＝48月、教育長は3

年＝36月）勤めた場合の退職手当の見込み額

5． 特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在）

定員の状況定員の状況（令和2年4月1日現在）（令和2年4月1日現在）
（1）部門別職員数の状況と主な増減理由

部門 区分

職員数（人）（＊） 対前年�
増減数（人）

主な増減理由平成31�
（令和元）�
年度

令和2年度 2年度

一
般
行
政

議会 6 6 0
総務 160 169 9 （増）新庁舎建設に伴う体制強化
税務 45 43 －2 （減）人員配置変更
民生 164 154 －10 （減）保育園民営化
衛生 61 59 －2 （減）焼却施設の休炉に伴う体制見直し
労働 1 1 0
農林水産 3 3 0
商工 8 7 －1 （減）プレミアム商品券事業終了

土木 82 81 －1 （減）地域バス担当職員の体制見直しによる非
常勤職員化

小計 530
（29）

523
（26）

－7
（－3）（参考）人口1万人当たりの職員数　42．3人

特
別
行
政

教育 86 85 －1 （減）給食調理の業務委託

小計 86
（18）

85
（14）

－1
（－4）（参考）人口1万人当たりの職員数　6．9人

公
営
企
業
等
会
計

水道 0 0 0
下水道 10 9 －1 （減）人員配置変更
その他 28 30 2 （増）介護保険事業の体制強化

小計 38
（1）

39
（2）

1
（1） （参考）人口1万人当たりの職員数　3．2人

合計 654
（48）

647
（42）

－7
（－6）（参考）人口1万人当たりの職員数　52．3人

※（　 ）内は、再任用短時間勤務職員数で上段の職員数は含みません
（＊）職員数は一般職に属する職員数

（3）職員数の推移� （人）
平成27年 28年 29年 30年 31（令和元）年 令和2年 過去5年間の

増減数（率）

一般行政 527 515 510 520 530 523 －4
（－0．8％）

教育 95 93 92 89 86 85 －10
（－10．5％）

計

普通
会計 622 608 602 609 616 608 －14

（－2．3％）
公営
企業等
会計

39 39 42 41 38 39 0
（0．0％）

総合 661 647 644 650 654 647 －14
（－2．1％）

（4）等級と職制上の段階ごとの職員数
行政職給料表（1）

等級 等級別基準職務表に
規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上
の段階職員数 構成比 職名 職員数

1級 2～5級に属さない職員の職務 132人 21．7％ 一般職員 132人 係員級2級 主任の職務 255人 42％ 主任 255人

3級 係長・担当係長・園長・館長の職務 148人 24．4％

係長 66人

係長級担当係長 72人
園長 1人
館長 9人

4級
課長・担当課長・室長・委員会等
の事務局長、市議会事務局次長の
職務

60人 9．9％

課長 45人

課長級
担当課長 10人
室長 2人

事務局長 2人
議会事務局次長 1人

5級 部長・担当部長・会計管理者・市
議会事務局長の職務 12人 2％

部長 9人

部長級担当部長 1人
会計管理者 1人
議会事務局長 1人

合計 607人 100％

行政職給料表（2）

等級 等級別基準職務表に
規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階職員数 構成比 職名
1級 2・3級に属さない職員の職務 1人 2．5％ 一般職員 係員級2級 技能主任の職務 37人 92．5％ 技能主任
3級 技能係長の職務 2人 5％ 技能係長 係長級

合計 40人 100％

区分 内容
評定期間 平成31年4月1日～令和2年3月31日
評価基準日 令和2年1月1日
評定対象者 部長職・課長職・係長職・主任職・一般職
評定項目 業績評価（業務目標の達成度）、能力評価（職務遂行過程における能力の発揮状況）
対象人数 675人

2．職員の人事評価の状況〔平成31（令和元）年度〕

人事行政の運営等の状況人事行政の運営等の状況

（1）任命権者別の職員数の状況
令和2年4月1日現在

区分 職員数
議会 6人
市長 549人

教育委員会 85人
選挙管理委員会 4人
監査委員 3人
農業委員会 （3人）
合計 647人

※職員数は、一般職に属する職員数
※（　 ）内は、職務を兼任している職員数を再掲

1．職員の任免と職員数に関する状況
（2）任免の状況〔平成31（令和元）年度〕
区分 採用

者数
退職
者数 備考

一般事務 23人 8人
一般技術 6人 0人 土木技術・建築技術
福祉技術 0人 5人 保育士
保健師 4人 1人
栄養士 0人 1人
技能労務職 0人 7人 一般作業・給食調理
合計 33人 22人

（3）採用試験の実施状況〔平成31（令和元）年度〕� ※Ⅰ種は大学卒業程度の試験内容

職種 第一次試験 第二次試験 第三次試験
受験者数 合格者数 受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

Ⅰ種　一般事務 318人 249人 190人 70人 68人 40人
Ⅰ種　保健師 3人 3人 2人 2人 ―

区分 受験者数 合格者数
係長昇任試験 10人 7人

（4）昇任試験等の実施状況
� 〔平成31（令和元）年度〕

（2）年齢別職員構成の状況

0

3

6

9

12

15

18
年齢別職員構成比率

（歳）

（％）

2.3％
（15人） 7.6％

（49人）

12.4％
（80人）

8.5％
（55人）

6.6％
（43人）

15.3％
（99人）
15.3％
（99人）

10.4％
（67人）

15.1％
（98人）

12.7％
（82人）

7.9％
（51人）

1.2％
（8人）
60
以
上

20
〜
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24
〜
27

28
〜
31

32
〜
35

36
〜
39

40
〜
43

44
〜
47

48
〜
51

52
〜
55

56
〜
59

（6）その他の手当� 令和2年4月1日現在

手
当
名

内容・支給単価 国の制度
との異同 国の制度

平成31（令和元）年度決算

支給実績
職員1人
当たりの
支給年額

扶
養
手
当

配偶者 課長職3，000円／月

異なる

配偶者 課長職3，500円／月

50，084，740円 81，306円
係長職以下6，000円／月 係長職以下6，500円／月

子 9，000円／月 子 10，000円／月
その他扶養親族 課長職3，000円／月 その他の扶養親族 課長職3，500円／月

係長職以下6，000円／月 係長職以下6，500円／月
16歳～22歳の子 4，000円加算 16歳～22歳の子 5，000円加算

住
居
手
当

34歳以下世帯主で借家居住者
　15，000円／月

借家居住者家賃区分に応じて
支給限度　28，000円／月 13，850，319円 22，484円

通
勤
手
当

交通機関利用者　運賃相当額
（例＝鉄道利用者6か月定期代を年2回支給）
※支給限度＝55，000円／月
　�交通用具使用者＝通勤距離に応じ
て支給

交通機関利用者
※�支給限度＝55，000円／月
　�交通用具使用者＝通勤距
離に応じて支給

46，544，186円 75，559円

管
理
職
手
当

部長相当職� 96，600円／月
俸給表別、職務の級別、俸
給の特別調整額の区分別に
定める額を支給

63，508，240円 977，050円統括課長� 85，000円／月

課長相当職� 73，400円／月



d
日
時 

b
場
所・会
場 

t
対
象 

n
内
容 

k
講
師 

c
定
員 

e
費
用 

m
申
込
方
法 

f
持
ち
物 
i
問
い
合
わ
せ
先 

h
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ 

v
フ
ァ
ク
ス 

a
メ
ー
ル 

x
託
児
あ
り 

s
主
催・共
催 

z
注
意
事
項

凡
例

特
集
　
職
員
給
与
・
人
事

2・11・15　市役所☎（042）325－0111
5 集特

公益通報等

4．職員の休業に関する状況〔平成31（令和元）年度〕
区分 取得者数

育児休業 32人
育児部分休業 30人

6．職務の服務の状況〔平成31（令和元）年度〕
　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務の遂行に当たっては、全力で専念し
なければなりません。職員が守るべき義務は、次のとおりです。

区分 内容 違反者数
職務命令等に従う義務 法令等の定める規定に従い、かつ、上司の職務上の命令に忠実に

従わなければなりません 0人

信用失墜行為の禁止 職の信用を傷つけたり、職全体の不名誉となるような行為をして
はなりません 1人

守秘義務 職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません 0人

職務専念義務
法律等に特別の定めがある場合を除くほか、その勤務時間と職務
上の注意力のすべてをその職務遂行のために用いなければなりま
せん

1人

政治的行為の制限 政党その他の政治的団体の結成に関与するなどの政治的行為が禁
止されています

0人争議行為等の禁止 争議行為等が禁止されています
営利企業等の従事制限 営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合には

許可を受けなければなりません

7．職員の退職管理の状況〔平成31（令和元）年度〕
　離職前に管理職（部長職および課長職）に就いていた職員は、離職後5年間、報酬を得る職に就いた
場合に届け出を行う必要があります。

離職時職位 退職者数 再就職先 再就職者合計市特別職 市再任用職員 民間企業等
部長職 1人 0人 1人 0人 1人
課長職 1人 0人 1人 0人 1人

8．職員の研修の状況〔平成31（令和元）年度〕
　公務員としての倫理観・使命感を持ち、市民に信頼され、優れた問題解決能力および職務
遂行能力、幅広い視野に立つ人間性豊かな職員を育成するため、研修を実施しています。

庁
内
研
修

区分 内容 延べ
受講者数

階層別研修

新任職員研修、接遇研修（新任職員）、文書管理実務研修、庁内
イントラネット活用研修、法務入門研修、財務会計研修、対人
能力向上研修、時間管理術習得（タイムマネジメント）研修、
政策課題研修、プレゼンテーション研修、主任職昇任者研修、
主任職基礎実務研修、ファシリテーション研修、新任係長職
研修、新任課長職研修、管理職実務研修

395人

重点課題研修

市民協働研修、メンタルヘルス研修（セルフケア・ラインケア）、
個人情報保護・情報セキュリティ研修、普通救命講習、キャリア
ビジョン研修、ハラスメント防止研修（管理職向け・全職員向
け）、事務ミス防止研修、市議会傍聴研修、男女平等人権（ワー
ク・ライフ・バランス）研修、公文書研修、会計事務執行研修、「自
治体にとってのＳＤＧｓ」研修、改正民法研修

609人

専門研修 法務基礎研修、財務会計実務研修 55人
ＯＪＴ研修 新入職員の指導員・準指導員研修、異動職員への指導研修 32人
職場研修 「遊びを通して、学習（就学）につながる姿勢を育てる」（子育て相談室） 13人

計 1，104人

派
遣
研
修

東
京
都
市
町
村
職
員
研
修
所
派
遣
研
修

基礎部門研修 新任研修（Ⅰ期・Ⅱ期）、係長新任研修（倫理等、マネジメン
ト）、課長新任研修（倫理等、管理者の役割）、部長研修 101人

能力向上部門
研修

問題解決、政策提案、中堅職員の役割、ベテラン職員の役
割、アサーティブコミュニケーション（主任・主事向け、管
理・監督職向け）、クレーム対応（主任・主事向け、管理・監
督職向け）、調整力・交渉力（主任・主事向け）、ロジカルト
レーニング、要約力、政策形成、係長コーチング、インバス
ケット、管理職リスクマネジメント

98人

講師養成研修 基礎科、仕事と人のマネジメント、政策提案 4人
法務研修 行政法、地方自治法 28人
自治体経営研修 政策課題研究（公開講義）、地方財政（公開講義） 2人

情報処理研修
表計算ソフト初級、プレゼンテーションソフト初級、データ
ベース管理ソフト初級、表計算ソフト中級、表計算ソフト中
級（データ分析編）、表計算ソフト（プログラミング・自動処
理機能）、文書作成ソフト（実践レイアウトテクニック編）

24人

専門職研修 保健師研修 1人
技術職研修 工事監理科、建築構造科、建築工事科、Ｊｗ-ｃａｄ初級 9人

実務研修

例規作成実務科、自治体債権管理回収科、労働安全衛生
科、財政科、契約科、固定資産税科初級（土地・償却資産）、
住民税科初級（個人・法人）、徴収科（初級）、固定資産税科
中級（家屋・償却資産）、住民税科中級（個人・法人）、徴収科
（中級）、子育て支援科、都市計画科、下水道科

32人

特別研修 人権啓発研修（同和問題・ＬＧＢＴ）、男女共同参画研修、
メンタルヘルス研修、講演会、スポット研修 79人

小計 378人

東京都等派遣研修

国土交通大学校専門課程「道路交通安全〔歩行者・自
転車コース〕」・「都市行政〔ストック時代の都市経営
戦略・官民連携まちづくり〕」、総務省統計研究研修所
特別コース「統計オープンデータ利活用」、特別区職
員研修所サポート研修　講演会（1）「感性コミュニケ
ーション」（2）「迷ったらしんどい道を進め！」、特別
区職員研修所専門研修「歯科保健」、東京都職員研修
所法律研修「民事・不動産法務科」、特別区協議会社会
福祉講座「特別養子縁組に関する法改正について」

23人

講習会等
労働安全衛生関連講習、課税関連研修会、保育・給食関
連講習会、母子保健関連研修会、建築・設計関連講習会、
療育関連講座　など

52人

東京都市町村職員研修
所第3ブロック合同研修

職場活性化研修、窓口英会話研修、保育士研修、経営
シミュレーション研修 9人

小計 84人
計 462人

3．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（1）勤務時間・休憩時間の状況（標準的なもの）� 令和2年4月1日現在

1週間の
正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間
38時間45分 午前8時30分 午後5時15分 正午～午後1時

（3）特別休暇の概要� （令和2年4月1日現在）
種類 付与日数・期間など 種類 付与日数・期間など

公民権行使等休暇 必要と認められる時間 生理休暇 生理日で勤務が著しく困難な期間
結婚休暇 継続して7日以内 忌引休暇 死亡者の区分に応じ1日～10日以内
産前産後の休養 産前産後を通じて16週間 夏季休暇 夏季期間で5日以内
母子保健健診休暇 必要と認められる時間（妊娠中

月2回、出産後1年以内で1回） ドナー休暇 必要と認められる日数または時間
妊婦通勤時間 1日60分以内 ボランティア休暇 5日以内
育児時間 1日90分以内 介護休暇 180日以内
出産介護休暇 2日以内 短期の介護休暇 5日以内
育児参加休暇 5日以内 介護時間 1日2時間以内
子どもの看護休暇

超過勤務総時間数 職員1人当たりの超過勤務
月平均時間数

71，959時間 10．3時間

（2）超過勤務の状況
〔平成31（令和元）年度〕

平均取得日数 取得率
13．4日 36．6％

（4）年次有給休暇の取得状況
� 〔平成31（令和元）年度〕

　公益通報の機会を拡充し、公正な職務の執行を損なう行為を防止するため、職員
等の公正な職務の執行の確保に関する条例を、平成19年10月1日から施行していま
す。公益通報とは、市の事務・事業に関し、市の職員や委託事業者等が法令や市の
条例・規則に違反したり、公益を害する不正な行為を行った場合に、それを知った
市職員や市の委託事業に従事する職員等からの通報を公益監察員が受け、適切に対
応することで、違反・不正行為を摘発・防止する制度です。
　また、職員が公正な職務の執行を損なう行為を受けたときは、市長等に報告書を
提出しなければなりません。

職員倫理条例
　職員の職務に係る倫理の保持を図るため、職員倫理条例を制定し、平成
19年1月1日から施行しています。職員は、この条例により、利害関係者と
の間で一定の行為が禁止されるとともに、事業者等から金銭・物品、その
他の財産上の利益の供与、供応接待（1件の価額が5，000円を超える場合に
限る）を受けたときは、贈与等報告書で市長等に報告しなければなりません。

●職員に対する研修
　新規採用職員に対する公務員倫理・職員倫理条例の研修の実施
　受講者数＝33人
●贈与等報告書の件数＝6件（講演の謝礼等）
●職員倫理条例に違反することを理由として行った懲戒処分＝0件

職員の職務に係る倫理の保持に関する状況等

●公益通報の件数＝0件
●公正な職務の執行を損なう行為に関する報告書の件数＝0件

運用状況

職員職員のの職務職務にに係係るる倫理倫理のの保持保持にに関関するする状況等状況等
平成平成3131（（令和元令和元））年度年度

→職員課（内416）→職員課（内416）

9．職員の福祉および利益の保護の状況〔平成31（令和元）年度〕
（1）厚生福利制度
　職員の厚生福利制度として、地方公務員法第42条の規定に基づき、職員互助会を設置
し、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事業を行っています。この互助会は、職
員の会費や市の負担金などで運営されています。また、職員の共済制度は、地方公務員
等共済組合法に基づき、職員と市が分担拠出する財源で、短期給付事業（医療関係等）・
長期給付事業（年金関係）・福祉事業（人間ドック事業等）を行い、厚生年金・国民年金・
健康保険・国民健康保険と同様に社会保険制度の一環とされています。
（2）公務災害等の状況
　公務上、通勤途上の災害で負傷等した
場合には、地方公務員災害補償基金から
一定の補償が行われます。

傷病 死亡
公務災害件数 2件 0件
通勤災害件数 0件 0件

10．公平委員会の業務の状況〔平成31（令和元）年度〕
　職員は、給与・勤務時間その他の条件に関し、公平委員会に対して、市の当局から適
切な措置が取られるよう要求することができます。また、職員は、懲戒など意に反する
不利益な処分を受けた場合、公平委員会に不服申し立てができます。
　なお、措置の要求と不服申し立てはありませんでした。

5．職員の分限および懲戒処分の状況〔平成31（令和元）年度〕
（1）分限処分者数
　分限とは、公務能率の維持と向上を図ることを目的に、職員に一定の事由がある場合に、本人の意に
反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。分限処分は、免職・休職・降任・降給の4種類です。

区分 免職 休職 降任 降給
処分者数 0人 12人 1人 0人

（2）懲戒処分者数
　懲戒とは、公務における規律と秩序を維持することを目的に、職員の一定の義務違反に対する道義
的責任を問うためになされる処分です。懲戒処分は、免職・停職・減給・戒告の4種類です。

区分 免職 停職 減給 戒告
処分者数 0人 0人 1人 1人

今月の「リサイクルコーナー」は市ＨＰをご覧ください。詳しくはごみ減量推進課☎今月の「リサイクルコーナー」は市ＨＰをご覧ください。詳しくはごみ減量推進課☎（（042042））300300--５303５303へへ


